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投資効果測定投資効果測定投資効果測定投資効果測定ワーキンググループワーキンググループワーキンググループワーキンググループによるによるによるによる県県県県のののの施策施策施策施策

にににに伴伴伴伴うううう「「「「経済波及効果経済波及効果経済波及効果経済波及効果」」」」等等等等のののの試算結果試算結果試算結果試算結果についてについてについてについて

１．目的　   県の施策の展開により
　　　県内にどれほどの「「「「経済波及効果経済波及効果経済波及効果経済波及効果」」」」が生じるか

　　　さらに、どれほどの「「「「税収効果税収効果税収効果税収効果」」」」が見込まれるか　　　を試算

２．試算結果

２ 企業立地　　　　　２５件立地
３ 県内消費増加　　１，０００億円増

１ 観光客誘致　　　　３０万人誘致
（新規立地及び規模拡張を含む）
（宿泊客１０万人＋日帰り客２０万人誘致）

（県内から大阪府や京都府等に流出している『消費』を様々な施策で取り戻したとして計算）
詳細については、資料１及び資料２のとおり

平成平成平成平成２０２０２０２０年年年年３３３３月月月月１９１９１９１９日日日日総務部統計課総務部統計課総務部統計課総務部統計課担当担当担当担当：：：：木木木木　　　　下下下下（（（（内線 内線 内線 内線 ２６１３２６１３２６１３２６１３））））総務部税務課総務部税務課総務部税務課総務部税務課担当担当担当担当：：：：太郎田太郎田太郎田太郎田（（（（内線 内線 内線 内線 ２２３１２２３１２２３１２２３１））））投資効果測定投資効果測定投資効果測定投資効果測定ワーキンググループワーキンググループワーキンググループワーキンググループ

※　立地の規模等により効果に幅が生じるため
経済波及効果 ４７億５，３００万円税 収 効 果 ７，９００万円
税 収 効 果 １億４，６００万円～７億５，１００万円（※）経済波及効果 １２２億６，４００万円～６４０億４，８００万円（※）
税 収 効 果 ２７億７，４００万円経済波及効果 １，４８０億４，７００万円

　各分野における目標が達成された場合、一定の仮定に基づき試算すると、
　　単年度で県内に発生する経済波及効果経済波及効果経済波及効果経済波及効果はははは約 約 約 約 １１１１，，，，６５１６５１６５１６５１億円億円億円億円～　～　～　～　約 約 約 約 ２２２２，，，，１６８１６８１６８１６８億円億円億円億円

【経済波及効果の試算】◎庁内にワーキンググループ（投資効果測定ワーキンググループ）を設置◎県の施策展開にともなう効果を平成１２年奈良県産業連関表により試算


